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訓練促進給付金

非課税(ア)

の

課税(イ)

にかか

R3当初【①】

26,400

【延264月】
24人 X 11ケ月 X I0万円

小計(ア+イ)

最終年度加算(ウ)

3,102

【延44月】
4人 X 11ケ月 X7万500円

《必要経費》
準看才正看の受給期問
3年コ4年に拡大【②】

修了支援給付金

合計(ア+イ+ウ)

非課税(エ)

フ,200

【延72月】
6人X12ケ月 XI0万円

3β40

【延96月】
8人X12ケ月 X4万円

29.502

【延308月】

0

【延0月】
0人X12ケ月 X7万500円

課税(オ)

【歳入】(母家庭等対策総合支援事業費補助のうち高等技能訓練促進給付金等事業にかかる分)国3/4、中核市V4

《必 》'^

養成機関における
修業期間要件を1年以上
=>6 P上に 3

総額(ア~オ)

合計(エ+オ)

19,500

【延195月】
29人 X約6.フケ月 X I0万円

33342

400

8人X5万円

2,400

【延60月】
5人X12ケ月 X4万円

フ,200

【延72月】

4β65

【延69月】
10人X6.9ケ月 X7万500円

《令和3年事業費所要額》
【①十②十③】【④】

国費

0

市単独

53,100

【延531月】
約44.3人 X 12ケ月 X I0万円

9,600

400

10,560

【延264月】
39人X約6.8ケ月 X4万円

33,742

250

5人X5万円

合計

24,365

【延264月】

フ,967

【延113月】
約9.4人 X 12ケ月 X7万500円

R3当初【①】

《補正予算額》
差【④一①】

0

(単位:千円)

34925

26.700

【延267月】
約22.3人 X 12ケ月 X I0万円

250

25306

《必要経費》
準看⇔正看の受給期間
3年才4年に拡大【②】

1,450

29人X5万円

9350

61,067

【延6U月】

250

10人 X2.5万円

8436

4β65

【延69月】
10人 X6.9ケ月 X 7万500円

16β00

【延420月】
420ケ月 X4万円

33,742

1,700

《必土》

養成機関における
修業期間要件を1年以上
=コ6 P こ' 3

71867

7388

36,625

2,100

42人X5万円

31,565

【延336月】

2462

12,960

【延324月】
324ケ月 X4万円

250

10人 X2.5万円

9念50

Z350

《令和3年事業費所要額》
【①+②十③】【④】

27468

44525

1,700

34人X5万円

80217

9,巧7

250

10人 X 2.5万円

36b25

1950

60162

46475

《補正予算額》
差【④一①】

20055

80217

34β56

".619

、

46475
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【支給対象見込み人数算出の考え方】
高等職業訓練促進給付金等事業において、令和3年度のみの対象者拡充にかかる人数増分を以下のように見込む。
1.令和元年度に実施したアンケート結果と、令和2年度高職受給者実績から基礎数値を作成する。

3

2.令和2年度高等職業訓線のうち全休の65パーセントを占める理美容師、准看護師、看護師の3資格を基礎とする。
3.3資格が令和元年度アンケートで「保有資格の種類」{こ占める割合は11.2%で令和2年度高職受給者実績は15件で1%あたり1.339,.件【A】。
4.今回高職拡大対録となりうる主要な資格にっいて【A】X【令和元年度実施アンケートにおける比率】の件数を算出。
5.保有資格の種類にっいてのアンケートは複数回答可であり、全体で134.6%。高職対録となるのは1人1資格で'るので、百分率に害1り
戻した数を(100/134.6)上記4の結果に乗じる。'

令和元年度のアンケート1こ占める割合がないものにっいては、令和2年度高職実績と同数を置く。
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【支給対歓見込み月数算出の考え方】

高等職業馴練促進給付金等事業において、令和3年度のみの対象者拡充にかかる支給月増分を以下のように見込む。
1.【田の内訳に平均受講月数乗じ、令和3年拡大分月数を算出する。

0新たに高職対線となる6ケ月を超える教訓座別対象見込み数
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【支給増額算出の考え方】

高等職業訓練促進給付金等事業において、令和3年度のみの対象者拡充にかかる支出増分を以下のように見込む。
0高等職業訓練促進給付金"
1.令和2年度実韻の比率(非課税17人、課税6人)1こより、【C】を課税世帯と非課税世帯に按分する。
2.上記按分後の月数に、非課税月数X14万円と課税月数X11万500円の合算額を高職拡充に係る支給増額分とする。
非課税 17/23*264ケ月= 195ケ月 195ケ月X14万円=27,300.000円
課税 6/23*264ケ月= 69ケ月 69ケ月X11万500円=フ,624,500円

小計 34.924.500円①
0高等職業訓練修了支援給付金
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1.令和2年度実韻の比率により、【B】を課税世帯と非課税世帯に按分する。(非課税17人、課税6人)
2.上記按分後の人数に、非課税月数X5万円と課税月数・×2万5千円の合算額を高職拡充に係る支給増額分とする。
非課税 17/23*39人= 29人 29人X5万円=1,450,000円
課税 6/23*39人= 10人 10人X2.5万円=250,000円

10.1491 1908

資格取得希望なしのため令和2年度実績と同数を遣く

資格取得希望なしのため令和2年度実綾と同数を置く
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